
仙 台 市 都 市 整 備 局

建築宅地部開発調整課
盛土規制法に関するよくある質問（許可手続き編について）

※盛土規制法の規制区域指定日（以下、区域指定日とする。）は令和7年5月を予定しています。

No. 質　　　問 回　　　答

1
　許可申請区域が仙台市と近隣市町村にまたがる場合、申請はどのようになりますか？ 　宮城県と仙台市の両方の許可が必要になりますので、それぞれに許可申請をしてください。なお、一体性のあ

る盛土等の全体を俯瞰しつつ、それぞれの区域について審査しますので、許可申請前にあらかじめご相談くだ
さい。

2
　区域指定日までに旧宅造法の許可が下りなかった場合はどのようになりますか？ 　区域指定日以降に新たに盛土規制法の許可申請をしていただく必要があります。（別添「区域指定日をまたぐ

工事の対応」パターン③参照）その際には、改正後の盛土規制法に基づき、審査することになりますので、周辺
住民への周知に関する書類や申請者の資力及び信用に関する書類等が必要になります。

3
　区域指定日までに旧宅造法の許可を受けたが、工事着手が区域指定日以降の場合の手続きはどのようになり
ますか？

　盛土規制法の手続きは不要です。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン②参照）

4
　区域指定日までに旧宅造法の許可を受けたものは、区域指定日以降の変更や完了については、盛土規制法
の手続きは必要でしょうか？

　旧宅造法で許可したものは、経過措置として、運用開始後も旧宅造法の変更許可や完了検査の手続きとなり
ます。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン②参照）

5

　区域指定日までに開発許可を受けたが、工事着手が区域指定日以降の場合の手続きはどのようになります
か？

　旧宅造法の宅地造成工事規制区域内で区域指定日までに開発許可を受けたものは、盛土規制法の手続きは
不要です。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン②参照）
　旧宅造法の宅地造成工事規制区域外で区域指定日までに開発許可を受けたもので、工事着手が区域指定
日以降の場合は、盛土規制法の許可を改めて受ける必要があります。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」
パターン⑦参照）そのため、工事着手も盛土規制法の許可後となります。

6
　旧宅造法の宅地造成工事規制区域外において区域指定日までに開発許可を受けたもので、工事着手が区
域指定日以降の場合に、区域指定日以降に開発許可を取下げ、開発許可を再度取得した場合は、盛土規制
法のみなし許可扱いとなりますか？

　盛土規制法施行令第3条または第4条に規定する宅地造成等に関する工事であれば、みなし許可扱いとなりま
す。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン⑧参照）

7
　区域指定日までに開発許可を受けたものは、盛土規制法のみなし許可扱いとなりますか？ 　みなし許可扱いにはなりません。

8
　区域指定日以降に開発許可を受けた工事が、盛土規制法における宅地造成等に関する工事ではない場合、
盛土規制法のみなし許可扱いとなりますか？

　みなし許可扱いにはなりません。

9

　区域指定日以降に開発許可を受けた工事が、盛土規制法における宅地造成等に関する工事ではない場合
で、その後変更が生じて、宅地造成等に関する工事となる場合の手続きはどのようになりますか？

　当初の開発許可では盛土規制法施行令第3条または第4条に規定する宅地造成等に関する工事に該当せ
ず、盛土規制法のみなし許可扱いとされていなかった工事が、その後の変更により、宅地造成等に関する工事
に該当した場合、都市計画法の変更許可を受けただけでは、盛土規制法のみなし許可扱いとはならないため、
都市計画法の変更許可申請と同時に、新たに盛土規制法の許可を受けていただく必要があります。

10
　許可の公表はどのように行われますか？ 　仙台市のホームページで公表を予定しております。

11
　旧宅造法の許可申請はいつまで可能ですか。 　令和7年3月14日（金）16：00までとします。

12
　開発許可の申請は、区域指定日の前後でも可能ですか。 　盛土規制法施行令第3条または第4条に規定する宅地造成等に関する工事に該当する開発行為は、令和7年

3月14日（金）16：00から区域指定日まで、許可申請をお受けできません。あらかじめご了承ください。

13
　「建築確認申請等に伴う開発行為及び宅地造成工事許可非該当の判定」の申請はいつまで可能ですか。 　令和7年4月30日（水）16：00までとします。

　区域指定日以降は、宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則第88条及び都市計画法施行規則第60条に
基づく適合証明書を交付することになりますので、必要とする方は市長（開発調整課）あてに申請してください。

14
　宅地造成等工事規制区域内の土地の形質の変更において、計画地内の盛土を高さ20cmから50cmの範囲で

行う場合、30cmを超える盛土となる部分の範囲が500m
2
未満であれば、許可は不要ですか？

　不要です。

15

　住民への周知をしたことの報告はどのように行いますか？ 　以下の資料を申請書に添付してください。
　　①周知範囲を記した位置図
　　②周知に使用した資料
　　③工事予定地への掲示状況を写した写真及びインターネットへの掲載資料
　　④住民等から寄せられた意見・質問の内容及び回答を記した資料
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仙 台 市 都 市 整 備 局

建築宅地部開発調整課
盛土規制法に関するよくある質問（許可手続き編について）

※盛土規制法の規制区域指定日（以下、区域指定日とする。）は令和7年5月を予定しています。

No. 質　　　問 回　　　答

【工事主が個人である場合】
　以下の①から⑥までの全ての書類を申請書に添付してください。また、②資金計画書で金融機関からの融資
又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の60％を超過する場合は、以下の①から
⑧までの全ての書類を申請書に添付してください。
　① 工事主の氏名及び住所を証する住民票の写しや個人番号カードの写し等
　② 資金計画書
　③ 直前３年分における所得税の納税証明書（原本）
　④ 本市に納付すべき個人市民税、固定資産税、軽自動車税及び都市計画税の滞納がないことを証する
　　　直前３年分の証明書（原本）
　⑤ 工事主の事業経歴書
　⑥ 工事主が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等に該当しないことの誓約書
　⑦ 宅地造成又は特定盛土等の工事が完了するまでの間における資金繰りを記載した書類
　⑧ 宅地造成又は特定盛土等の工事契約書の写し等資金繰りを証するために必要な書類

【工事主が法人である場合】
　以下の①から⑦までの全ての書類を申請書に添付してください。また、③資金計画書で金融機関からの融資
又は工事完了後の土地の売却収入若しくはそれらの合計が収入全体の60％を超過する場合は、以下の①から
⑨までの全ての書類を申請書に添付してください。
　① 法人の登記事項証明書の原本
　② 代表権を持つ役員の氏名及び住所を証する住民票の写しや個人番号カードの写し等
　③ 資金計画書
　④ 直前３年の事業年度における法人税の納税証明書（原本）
　⑤ 本市に納付すべき個人市民税（当該法人が仙台市市税条例第22号の規定により特別徴収義務者に
　　　指定されている場合に限る）、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、特別土地保有税、事業所税
　　　及び都市計画税の滞納がないことを証する直前３年分の証明書（原本）
　⑥ 工事主の事業経歴書
　⑦ 工事主が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者等に該当しないことの誓約書
　⑧ 宅地造成又は特定盛土等の工事が完了するまでの間における資金繰りを記載した書類
　⑨ 宅地造成又は特定盛土等の工事契約書の写し等資金繰りを証するために必要な書類

17

　工事施行者の必要な能力はどのような書類で確認しますか？ 　以下の書類を全て申請書に添付してください。
　①法人の登記事項証明書の原本
　②建設業許可又は更新を受けたことを証する書面の写し
　③工事経歴書

18

　これまでに交付された宅地造成工事設計資格者登録証は有効でしょうか？ 　区域指定日以降も有効です。

19

　盛土規制法の許可申請の手引きの公表はいつですか？ 　「仙台市宅地造成等工事許可申請の手引き」として、令和7年3月上旬に仙台市のホームページで公表を予定
しております。

　工事主の資力信用はどのような書類で確認しますか？
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仙 台 市 都 市 整 備 局

建築宅地部開発調整課
盛土規制法に関するよくある質問（許可手続き編について）

※盛土規制法の規制区域指定日（以下、区域指定日とする。）は令和7年5月を予定しています。

No. 質　　　問 回　　　答

20
　中間検査を受検し忘れた場合は、完了検査を受けることができないのでしょうか？ 　受けることはできません。

21
　中間検査は複数回に分けて行うことは可能でしょうか？ 　複数回に分けて行うことは可能です。全ての特定工程について確認する必要があり、その都度中間検査合格

証を交付しますので、交付を受けた範囲のみ次工程（排水施設の周囲を砕石その他の資材で埋設する工程）に
進むことができます。

22
　中間検査を受検すれば、次の工事工程を進めて良いでしょうか？ 　中間検査を受検後ではなく、中間検査合格証の交付後でなければ、次工程（排水施設の周囲を砕石その他

の資材で埋設する工程）には進めません。

23
　中間検査は適宜現場確認してもらえますか？ 　中間検査申請書を特定工程の工事を終えた日から4日以内に開発調整課に提出し、日程調整のうえ中間検

査を実施します。

24
　定期報告はいつの時点から3ヶ月ごとに必要ですか？ 　工事の着手に関わらず、許可日から3ヶ月ごとに必要です。

25

　どのような工事において、法第21条第1項の工事届が必要ですか？ 　以下の条件に該当し、かつ盛土規制法における宅地造成等に関する工事に該当するものは、区域指定日か
ら21日以内に法第21条第1項の工事届が必要です。
・旧宅造法の宅地造成工事規制区域内で、宅造許可や開発許可が不要な工事で、区域指定日にすでに
　工事着手しているもの。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン①参照）
・旧宅造法の宅地造成工事規制区域外で、宅造許可や開発許可が不要な工事で、区域指定日にすでに
　工事着手しているもの。（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン⑤参照）
・旧宅造法の宅地造成工事規制区域外で、区域指定日に開発許可があり、すでに工事着手しているもの。
　（別添「区域指定日をまたぐ工事の対応」パターン⑥参照）

26
　区域指定日までに開発許可を受けた工事が、盛土規制法における宅地造成等に関する工事ではない場合、
法第21条第1項の工事届は不要ですか？

　不要です。

27
　法第21条第1項の工事届における「着手」の定義は何ですか？ 　国からの質疑回答では「工事現場において設計図書等と照合して行う最初のくい打ち等の土地の形質変更

や、土石の堆積が行われた時（測量のためのくい打ちは含まない。）」と示されており、規制対象規模となる全体
計画の始まりとして行われる土地の形質変更や土石の堆積を行った場合は着手となります。

28
　工事届の公表はどのように行われますか？ 　　仙台市のホームページで公表を予定しております。
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区域指定日をまたぐ工事の対応

旧法に基づく

宅造規制区域
パターン 宅造許可または開発許可の取得状況

区域指定日の

工事着手状況※1 適 用 必要手続き

① なし 済 ― 届出※3

② 区域指定日に宅造許可または開発許可あり 未/済 旧法 ―

③ 区域指定日に宅造許可申請中で許可前 未 新法 許可申請

④ 区域指定日以降に開発許可取得 未 新法※2 ―

⑤ なし 済 ― 届出※3

⑥ 済 ― 届出※3

⑦ 未 新法 許可申請

⑧ 区域指定日以降に開発許可取得 未 新法※2 ―

イメージ図

※3.盛土規制法施行令第3条または第4条に規定する宅地造成等に関する工事に限り、区域指定日から21日以内に当該

    工事についての届出が必要です。

区域指定日に開発許可あり

内

外

※1.工事着手とは、工事現場において設計図書等と照合して行う最初のくい打ち等の土地の形質変更や土石の堆積を行う

    ことを指します。

※2.盛土規制法の許可を受けたものとみなし、中間検査や定期報告、現場での標識掲出、完了後の保全義務等の対象に

    なります。

旧法に基づく
宅造規制区域内

旧法に基づく
宅造規制区域外

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

宅造許可・開発許可

申請締切

【令和7年3月14日】

宅造（旧法）

許可申請

区域指定日

【令和7年5月】

届 出

工事着手

許可前

（取下げ）
盛土規制法

許可申請

盛土規制法

許可

工事着手

開発

許可申請

開発許可
（みなし許可）

工事着手

宅造（旧法）

または

開発

許可申請

工事着手

21日以内

届 出

工事着手 21日以内

開発

許可申請

開発許可
（みなし許可）

工事着手

宅造（旧法）

または

開発

許可

（工事着手）

開発

許可申請
開発許可

工事着手

届 出

21日以内

開発

許可申請
開発許可

工事着手
盛土規制法

許可申請

盛土規制法

許可


